プライバシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義 (一) : 公機関による侵害に焦点をあてて by 中谷 実



































































































ついての活動を行なう人と物の丞要性が，高まることj との説明がある c 東洋大学





1ミ延三三次 f英米法における泌?誌のi呆if!J法協 52巻:27} 120 n (1935) といわれてい
るつiIIl掲げ:1)後係猛綴・ 47反c
4) Griswold、Connecticut，381じS.479(1965)， Roe ¥'. Wade， 410じS.113(1973). 
総務?アメリカにおける司法的滋主義とi問機主義(1987)VII論文参照。







6) 佐藤教授は，プライパシーの権利金 f情報プライパシ一様j として促え， f 自己に








クセス権および訂正・的除要求権を付与する必重さがあるj とする G i主総幸治選法














ある ν このアプローチは， さらに，原告，被告人(こ結論的:こ右手IJな結論をき事く山タ
イプのアブローチと，原告，被告人{二綴稔的(こ不利な結論をき手〈 βタイプのアブ
ローチとに二分される J
《消採決義 11) これは，公機関の行為の合滋伎を争う訴えについて， ，ぷ法判断
{こ入り，法令をと;X注jぎでないと'!'lJt訴し， もしく(立合jさであることを前提に，法令の

































争うことになる c その友張:ふ当然， IJ~j例毎{こ異なるが，ぐドi 重vì選皮違反取締装慣
は正確でない，支 r司装i泣によって{邸入の容貌~探彩することは滋法 13 条の保障す
る肖像機，プライパシーの権利，自己情報(移動に測する巡転若手の情報)コント























16) 日間口 27年制定の外留人登録法 14条{ま，我が留に 90B以と在留する 14歳以との
外怪人iこ対し，新規登録 (H会)，霊安録証籾設のiJl{妥交付 (6条)，登録証明書の再
交付(i条)，去を録証明惑の切替交付 (11条 l演の磁認可T議)の終， 21事録{こ，外国





















る 8 タイプ，押捺した者が:flll捺制度の途jぎを慾出{こ臨R官舎諮求ずる C タイプカ;~ら
れる。指紋押録制度の会長室性を争う者{ふ事例銭安芸なるが， I可制度につき，会その
回約は不当であり，必要性，会濯殺を欠き，運用の実態も形骸化している，玄J みだ









































18) 弁護士法 23条の 2の l項は， i弁護士は，受任している事件について，所属弁護
ごと会:こ対し，公務所又は公私の団体(こJl司会して必要な楽産iの毅告をケ求めることをとめ
し出ることができる 3 中出があった場合において，当該ヂF設士会は，その中t討が適
当でないと認めるときは.これを絞絡することができるj とし， 2壌は， i弁護士会
(ふ前頃の綬定によるIjl:l(こ基き，公務所又は公私の Bìl{4'に照会して必喜さな:rJ~墳の
報告をケ求めることができる J とする c この規定の趣旨について，弁護ことが絞務~執
行するため必要な事実の調査i2えび証拠のlj文集のうちて、も，現{こ受任している事f!二に








村長で，公務所又は公私の i主体{こ j沼会して必要な事項の報告を~:Úとめることができる J ，
i自民事訴訟法第 262 条役引当所ハ必~ナノレ調査テ官庁若ハ公お;，外国ノ '@îlr等ハ公
認又ハ学校，隊業会議所.取引所:.1'1;ノ他ノi寄付ミニl将託スlレコトテ符J，fijt室長議室主会法











ステムである(段基法 1条， 6条 3J1'Dcネットワーク内{こ;b"'いて，保存，送信等の
対象となる本人総認1i'H裂は，住民基本会絞(こ記録された個人情報 (1司法 7条)のう
ち， :1:'氏名 (p子)，写生年月日 (2~子)，答性別 (3 …号)，安住所( 7号)の
は消'ItiJと変更信幸誌である。ぞき佼民禁{こは，全混合通じて丞複しない然f1'為(こ作成
された 10桁の数字及び 11fIの検査数字である住民禁コードの記毅が求められる(阿




























21) (主祭ネット訴訟には様々なタイプがあるが，主要なものは次の八， B， Cの 3タ
イプである
92 




おタイプ 〈識別{流通]/(市)差11:・間賠)) これは，伎民が， r有{こ対し，コード付
与の主主11:と思F去を~~Jとめたこと合意味する， t惑}法論求のみの訴訟もあると
















23) 2010年 5FJ 12臼の税E1新潟jiV1刊には， I主IEミID制， 2013年自祭事ifIT戦略，
個人情報{保護が設題Jという見出しで， 6 JCj26 iゴの関紙初刊には， r (:j，:J，!;ネット利














(1) H-16.6.30 <識別{流通(コー ド)]/(11)取諮〉富山地判平成 16年 6月























(2) 日目1i.2.23<識別[流通(コー ド')]/ (市)耳封書〉名 高金沢支判平成














































項)Jという o H-19.5.2l(議出{流通(コー ド)]/ UI1)取消〉大分地判も同旨c
H“16.6.30 <識翌日流通(コー ド)]/ (市)取消〉富山地判には， このような記述
は見られない。
(イ)住民票コードは 11桁の符号にすぎない

























































のとしているj という。 H-16.6. 30 (識別【流通(コー ド)]/ (市)取諮〉富山地










1) iB'lrr!Jの伎民らによる市長lこ対する A5<イブの{主主主ネット訴訟c 原告らは，怒法
13 条(こよりプライパシ -t援が保~'~され， それは， 自分{こ関する情報をと他者(こ1m示す
る・しない及び利問・提供の可夜を自分で決める自己tJ報コントロー/レ様であると
主張する
2) これは，最 1'1者昭和 39年 10月29EI (民集 18巻8王子 180号変)によっている c 本
判決は引用しないが，次に扱う H-lI.2. 23 (識別[流通(コー ド'))i(Tiil取消〉名古屋
高会沢支:戸1]， H-19.5.21 (識別[流通(コード))í (rt1l取消〉大分地判はヒ記lf~ 1判o
ijlflする。


























































































































1) 昭和 46;，仏京都市の中道工区長が.弁護士法 23条の 2(二基づく弁護士からの照会











































が認せられているj という。 伊藤在住足窓!'i!.におL、ても，慾法 13条とのリンク{立見ら
れないが，プライパシーが個人の「情報j と捉えられている点が浅尽される。











率災 k極めて図imtなものとなることが予怨されるj という。 22ヲl'10













る。チιf二lE三・井上i台奥・別冊ジュリ 115号 295頁 (19ヲ2)。
日間之ヒ虎!Lffi・ 'flJタ4i2号2241'空(1982)。
6) 綴原fぷ努・ 3向~f 222考(判i待853.~ま) 146 N (197iL 
i) l¥与談「各校・プライパシーの新判例jジ、ユリ 744号 21玄(1981)以下の内回刻弘
弁護士の発言。
8) 王子松毅・ジュリ際機 768.iY1ヲ頁 (1982)0
9) 竹中野~ . 7J1Jfitジュワ 186~子 45 l'1 (2007)。














(1) H-16.2.2i <識別[流通]/(市)閤賠〉大絞地判王子成 16年 2月2i日1)
(判H寺185i~ま 921宣誓 三→ H-18.11.30(議日目[1来週】/(市)渓1:・濁J!l'f>大阪商判~ 1-1-
20.3.6 (滋翌日[流通]/UliHlt.Jl二・If¥]l!i'i) ぷ1'1'リ)は， 11桁の住民票コードを割り振
り，同コード営住民票に記載し住基ネットに接続したことは人格権を侵害
するとの原告の主張合斥ける c 原告が侵容されたと主張する，公権力から監





















(2) H-17.5.31(識別{流通】!(県)差1:.国賠， (センター )差止， (国)国語)















































程度に認められるj という o H-17. 5. 31 <識別{流通]/(県)差11:.国賠， (セン
ター 〉差止， (国)国賠〉名古崖地判もi湾旨。
{イ) 本人確認、情報は秘蛮性が高い箔報とはいえない





































う。 H-17.5.31(識別{流通]/(県)差止・国賠， (センター )差1上， (閤)国賠〉名古
屋地判も問旨c
同 目的外使用の事実はない





H-16. 2. 27 <識別{流通]/(市)留賠〉大阪地判は，涼告らの主張一一住基ネッ
トに接続されることにより，原告らの本人確認情報がコントローノレできなく
なり，訂正，削誌が困難になる一一について， ["{主基法は，何人も，都道府




















































1) 設中ftT， fCfiIIT!i， '火i沼市，火絞Tfi，守LIT!i，泉佐野fIi，東大阪市，八尾市家住の




2) 愛知県住民による Cタイプの干主主主ネット訴訟(前掲一注 21)参照)， ))j¥告らは，
iHまネット{ま，慾法 13条の{采隠する原告ー らの人格権， プライパシ-rfi，公権力によ
る包話的営環からの良由を{段i!;:いあるいは侵努する危険性:{f>1ぎすると主張する c


















(住慈法 30条の 16)，本人li{t1認情報管理規裂の認可(伎慕法30条の 18)，繁栄言十極i
号事の認可(住装法30条の iヲ)， yi完督命令({t;!去法 30条の 22言n 互交)‘毅をき及びJL‘
入後交(住基法30条の 231Jr 1頃)，指定の取消し({主Jさ法30灸の 25)等による監
督:こ服するほか.委任都道府県知事による指泳(住装法 30条の 22第 2項)，ョヱ入検
査({主:選法 30条0)23 言~ 2 .fi~)等の 52督も可能であること，本人総認、情報の保護(こ
筏iする事項等を議室主審議するため，指定情報処滋機関lこは，ヰζ人目安認、情報保護委員
会が設絞され(伎J違法 30条の 15)，都道府終{こは，本人磯認絞殺の保護lこ認する主義
議会が設援されている(住基法 30条の 9) ニと，本人磁認情報の提供をと受ける行政
機関の総i羽や利用iヨ約'e法律で授定し，これを限定している(伎基法30条の 6，30 











が雪道線されていること (30条の 42，30条の 43)号事に言及する
6) 酒井交i多・自wf81巻8号 129N (2005)令
113 
i) 松田浩・法セミ 60号 114玄 (2004)。
8) 牧回1M]一朗・法i待i8巻 81'子9i][(2006)。


































































































































































































H-19. 2.16 <識別{流通]/(県)差止/留賠， (センター )去をJl， (国)国賠〉さいた
ま地判についてのコメントは，特に見られない。
注

















3) 判決は， r平成 12年7月{こ政府が設iせした IT戦略本f誌は，平成 13iド11=1，子えが
filが5fl~以内{こ i笠界{il先立誌の 11' 1霊祭となることを己目指す3 ことな内議とするお-Ja 









報の縫供塁手のために用いられており(役慈法 30条の 81;N3項，第 F員， 30条の 1
第9S長)， it装カード、{ふ電子言正明会及び夜、銃縫を記録する媒体として用いられてい
る(託子努名:こ係る地方公共凶体の認託業務{こ{討する法律 35決4項， 7項L こうし
て，住:基ネットは，行政手続のオンライン化及び泡三子政府・電子自治体の実現に不
可欠の基盤であると位程付けられているj というコ
121 
